
提出書類の提出に当たっての留意事項

別添

＜趣旨＞

令和８年２月18日付け医地第930号静岡県健康福祉部長通知による意向調査で本県で

は 96 病院から意向調査様式の提出があり、国に提出しました。令和８年４月 16 日付け

で厚生労働省医政局医療経営支援課から事務連絡（以下 国事務連絡）があり、また、同

日に提示された本県への内示額を踏まえると選定する病院数は最大 10 病院程度となる

見通しです。

このため、別紙１～別紙３の提出資料を作成いただいても大半の病院が補助対象とし

て国に選定されないことから、意向調査様式を提出いただいた病院に必ずしも提出を求

めるものではありません。なお、別紙１～別紙３の提出に当たっては以下の事項を参照

してください。

１ 業務効率化計画提出に当たって（詳細は添付資料「国事務連絡」の３(３)を参照）

本事業の補助対象となる病院は、「要件を満たし、その内容が本事業の趣旨に合致して

いると厚生労働大臣が認めたもの」とされており、「都道府県の意見や実情も踏まえて厚

生労働大臣が選定する」とされています。その上で、国から県に対しては以下の点に留意

するように国から示されています。

○国が示す県における病院の優先付け等（詳細は添付資料「国事務連絡」の４を参照）

・特定の設立主体に偏ることがないよう、病床規模や医療機能のバランスを考慮するこ

と（公立病院、大規模病院、急性期病院に偏らないこと等）。

・補助対象外の取組内容(電子カルテの更改や単なる PC の買い換え等)が、「業務効率

化」の取組内容の多くを占めている病院を採択することは困難であること。

・１病院当たりの補助額を小さくして補助対象病院数を増やすことは、業務効率化の成

果を減じることになりかねないため行わないこと。

・「評価基準案」を参考にすること。

２ 選定までのスケジュール

６月 30 日 業務効率化計画等の提出期限

県における優先付け

７月下旬頃 県が提出のあった病院の業務効率化計画等を厚生労働省へ提出

８月上旬以降 厚生労働省が補助対象病院を選定、県に伝達

３ 補助を受けることになった病院について（国事務連絡 ３(３)抜粋）

厚生労働大臣が定めるデータの提出を求めるほか、目標達成に関して厚生労働省の評

価を受けていただくことになります。その上で、評価の結果、成果が認められなかった場

合には、補助金の返還を求める場合があります。また、補助を受けることになった病院の

取組の内容やその成果については、厚生労働省から公表をします。


